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Ａ．研究目的 
         
国のがん対策の議論の中でがん検診には様々な課
題が明らかになってきた。指標とすべき受診率の定
義があいまいであること、高齢化の中で対象者の年
齢上限が未設定であること、国の推奨外の検診手法
が任意型検診で普及していること、更にメディアに
根拠のない情報が氾濫していることなどである。こ
れまで「科学的根拠に基づくがん検診ガイドライ
ン」では、利益と不利益の観点から、がん種・検診
手法毎に推奨を示してきたが、年齢について言及し
ていない。また国保加入者を対象とした我々の先行
研究（がん政策山本班2017）では、血液検査に関
する過信など誤った情報をもつものが多く
informed decision makingにはほど遠い状況にあ
ることが示唆されている。現在わが国でがん検診が
推奨されている５つの臓器の中で、胃・大腸がんは
高齢者に多く診断に必須の内視鏡検査による穿孔
などのリスクがあり検診への上限設定が要求され
てきた。そこで本研究では、胃・大腸がんに焦点を
しぼり、個別受診勧奨の対象者を「最適化対象年齢
層」として定義し、その検討を行うこと、およびそ
の提案に対する対象外年齢（高齢者）への提示法の
検討を行うことを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
         
研究は最適化対象年齢層を設定する研究Aと、対象
外年齢が想定される高齢者の提示法を検討する研
究Ｂに大別した。 
研究A 
平成28年度のがん政策研究事業｢がん対策推進基本

計画の効果検証と目標設定に関する研究｣班で作成
した大腸がんのマイクロシミュレーション・モデル
の改変を行った。具体的には、１）30ｰ75歳までの
自然史を用いたものを30～90歳までに延長した。
２）検診方法として便潜血検査以外に、職域では大
腸内視鏡検査を行う場合もあるため、それをモデル
に加えた。３）年齢階級別の大腸内視鏡偶発症デー
タを入手し、モデルに加えた。４）検診の受診率は
年齢・性別により異なるため、国民生活基礎調査を
用いて性・年齢階級・検診手法別の受診率データを
モデルに加えた。以上の4点である。最適化対象年
齢の設定については、検診によるベネフィットとし
て大腸がん死亡率減少効果、リスクとして偶発症発
生率を示し、それを基に決定することとした。 
研究Ｂ 
対策型検診の対象者の中核を占める国民健康保険
加入者でがん検診未受診者（年齢50ｰ60歳代）へ1:1
の個別インタビュー調査を行い、健康意識と職場に
勤務していた時の検診／健診受診歴、現在なぜ未受
診なのか？どういう条件があれば受診するのかを
聴取した。また、最適化対象年齢層に含まれないと
考えられる高齢者（75-85歳）でありながら今も検
診を受診している者に対しても、同様のインタビュ
ー調査を行った。高齢になってからの健康意識、生
活意識、これまでの検診受診歴を聴取した上で、偶
発症など検診の不利益の理解、検診受診の中止を勧
めるメッセージを複数のパターンで提示し、感想を
聴取した。 
（倫理面への配慮） 
 研究Aは、既存の統計資料のみを用いた研究であ
り、倫理面の問題は発生しない。研究Ｂは、個人

研究要旨 
高齢化が進む中でがん検診の高齢者受診が増加してきた。特に胃・大腸がん検診は侵襲性の高い内視鏡検

査がスクリーニング・精密検査・治療で必須であり、高齢者受診の増加は偶発症のリスクが増し危険である。
本研究は研究Aとしてマイクロシミュレーション・モデルを用いて利益・不利益バランスを年齢階級別に評
価し、最適化対象年齢を設定する。初年度は既存の大腸がんマイクロシミュレーション・モデルの改変を行
い、現実的なシナリオに設定した。平成30年度夏までに年齢階級別の利益・不利益バランスを示し最適化対
象年齢層の設定を行う予定である。研究Ｂとして高齢者8名へのインタビュー調査を行ったが健康への関心
が過剰に高く、検診による不利益・偶発症が自分に起こりえることを理解してもらえず、検診中止を勧める
メッセージにはショックや反発を訴えた。高齢者に検診受診の即時中止を促すのは困難であり、もっと若い
年齢層に受診勧奨するタイミングで終了年齢も伝えていく体制が望ましいと考えられた。 



3 
 

の信条などを聴取する研究であり、研究代表者の
在籍した大阪国際がんセンター倫理審査委員会で
研究計画の承認（平成29年10月5日、承認番号 
1710059179）を得た上で実施した。       
 
Ｃ．研究結果 
         
研究A 
図１にモデルに加えた性・年齢階級別の検診受診パ
ターンを示す。この受診パターンの特徴は、検診を
生涯受診しない絶対未受診者というグループを設
定したところである。シミュレーションシステムは、
30才から90才までの1000万人に起こる無数のシナ
リオからなるものである。予備実験として10万人、
100万人のシナリオでシミュレーションを行ったが
結果のバラツキが大きいことから1000万人をサン
プラサイズとした。研究備品として購入した８コア
CPU搭載の高性能PCを用い、このうちのごく1部の
シナリオを解析したところ、5時間を要した。この
ため全シナリオの解析には500日の演算時間がかか
ると想定された。全シナリオの解析のためスーパー
コンピュータでの分析を計画中であるが、
Windows上で作成したプログラム言語をスーパー
コンピュータで動くプログラム言語に修正を行っ
ている。 
研究Ｂ 
50～69才の国民健康保険加入者で検診未受診者6名
（平均年齢59.2才）に対し、インタビュー調査を行
った。この6人に共通してみられたことは、かかり
つけ医での血液検査に対する過剰な期待や、「がん
になったら治らない」「自治体のがん検診の費用負
担は数千円」など健康や検診に対する誤解が共通し
ており、自治体からの通知の存在も気がついていな
かった。企業在職時は職場での健康診断を半ば義務
的に毎年受診していたが、退職後国民健康保険に切
り替わった時点で自治体の検診などの詳細情報が
伝わらないまま未受診が続いているようであった。 
75～87歳の検診受診者8名(平均年齢81.0才)へのイ
ンタビュー調査では、80才以上であっても「寝たき
りになって生きるのはいやだが、自分は少なくとも
あと5年は健康に暮らせるはずだ」という思いが共
通していた。余命から利益が少なく検診の不利益が
大きくなることを示して検診の受診抑制を促す8種
類のメッセージを示したが、今まで利益しか無いと
誤解してきた検診に不利益が存在することを受け
入れられず、拒否反応や見捨てられ感を示すものが
みられ、医療者の個別説明を要求するものもみられ
た。 
 
Ｄ．考察 
 
研究Aでは、既存のシミュレーションモデルに

様々なモデルの改変を行った。男女・年齢階級別の

受診率データについては、絶対未受診者というグル
ープを設定した。現実の世界では、個人が一定の確
率で検診を受診するのではなく生涯未受診者が一
定数存在する。これを裏付ける既存資料はないもの
の、国民生活基礎調査の受診率を参考にしながら設
定した。また内視鏡の偶発症データであるが、関連
学会等の既存資料は70歳以上がひとまとめになっ
ており、本研究には活用できなかった。海外での先
行研究でも80歳以上の内視鏡による偶発症データ
は乏しく、たとえデータが得られていたとしても予
想よりも偶発症割合が低い値が報告されている。こ
れは実際に内視鏡検査を行う場合、全身状態の良好
な例や併存症の乏しい例に限定して行われている
ためと考えられる。今回の研究で用いたデータは単
一施設のもので、偶発症も致死的なものはなく、大
量排便や絶食に伴う脱水症が主体であった。次年度
に向けては国内の前向き試験等の成績も活用でき
ればと期待している。 
研究Ｂでは、対策型がん検診の受診対象の中心で

ある50ｰ60歳代の未受診者のインタビュー調査に
より、血液検査に対しての過剰な期待や、がんにな
ったら絶対治らないなどの誤解があることが明ら
かになった。その一方で会社に勤務していた時は、
ほぼ全員が毎年会社の定期健康診断を受診してい
た。このことは、たとえ誤解があったとしても、職
場での健康診断がなかば義務化されているような
位置づけであるために遵守するものの、退職後は自
治体で活用するこれらのサービスの存在を知らな
いまま未受診となり、受診しないことを正当化する
理由を後付けで示しているようであった。一方高齢
者での検診受診者に対するインタビュー調査では、
自分が検診によるメリットが乏しいという情報を
受け入れられず、ショックを感じたり、反発を訴え
るものが見られた。健康に関する情報は積極的に入
手し、検診のメリットやデメリットは理解している
ものの、自分にも起こりえることと意識付けがなさ
れていなかった。このような反応は米国で行われた
複数の先行研究の結果と同様であり、わが国におい
てもリーフレットのみで当該年度の受診抑制につ
なげることには高齢者の抵抗を招くと考えられた。
これら二種類のインタビュー調査の結果を併せる
と高齢者に即時的に検診の終了を伝えるのは理解
を得にくく、退職後国民健康保険に加入する時に利
用できるサービス等の説明や、一定の確率で偶発症
が起こりうるといった、がん検診の不利益を説明す
るとともに、がん検診の対象年齢も正しく伝えるこ
とが必要であると考えられる。 
 
Ｅ．結論 
大腸がんマイクロシミュレーション・モデルの改変
を行ない、大腸がん検診最適化対象年齢層の設定の
分析を来年度行う予定である。二種類のインタビュ
ー調査では、退職時からの受診勧奨と同時に中止年
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齢を伝える活動が重要と考えられた。 
 
Ｆ．健康危険情報 
     特になし 
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2017/11．（日本公衆衛生学会総会抄録集 Page386） 
 
16. 雑賀公美子．科学的根拠に基づくがん検診の実
施をいかにして推進するか 全国自治体におけるが
ん検診実施状況．第76回日本公衆衛生学会総会、鹿
児島県、2017/11．（日本公衆衛生学会総会抄録集 
Page130） 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  
1. 特許取得 
     なし  
 2. 実用新案登録 
     なし 
 3.その他 

なし  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 


